
東京の؞॑ॉඕऎ૾ய

のك୬ீق ��� 木材તٹ 

のೡશએكଉ୴ق ��3 যੵٹ 

 ��� ড়થのٹ 

⺸　ൂேधखथడखः৽

ਸ਼ � ฆ　

　ਅ後の高度経済成長期にੜ大した木材要に対応するため、多摩地域においても、ೣ和 30 年代
を中心にスギやヒノキが広く植栽されました。 しかしजの後、社会情િの化とともに、木材の
要は少し、多摩産材の価તは下ൊ向が続きました。जの結果、木材のਲ਼収入だけでは人
工林に適切なু入れを施し、伐採やગ造林を行うためのコストが༱えなくなり、森林環が
しました。
　このようにして多摩地域の林業は大きなઊொを受け、林業జ事者数は少し、製材業等のఀ業
がৼઃऍました。都は、森林環の促進や、担いুの育成、木材産業の振興など、様々な施策に
取り組॒できましたが、多摩地域のጩな地や、৵ૠெ・分ങ的な所有ଡ造等が制৺となって、
生産コストのచはે分に進॒でおらङ、林業経営にとってడしい状யが続いています。जのため、
多摩地域の人工林にはે分な施業が行きநらङ、多くは利用されないまま量がੜ加し続けて
います。現は、木材として利用可能な 50 年生以上の人工林が৺ڴ割を占め、20 年生以下の
い人工林がாഈに少ない林ೡଡ成となっています。

 出๕؟令和 2 年ග 東京の森林・林業（東京都産業ௌ働ଂ）

 出๕؟年ග 東京の森林・林業（東京都産業ௌ働ଂ）  出๕؟令和２年ග 東京の森林・林業（東京都産業ௌ働ଂ）
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ఫ空ঞー२計のイメージ

 ఫ空ঞー२計による高ಖ度な地ॹータ
�,$、高சインターॿॵトやクラक़ॻサーঅス پ  人工知能 � など情報通信技術の
  　්が、人々の生活をあらॅるએでよりଐい方向に化さचるという

⺺　 ভ ੲ િ の  ৲

��� ৗञऩ১の
　ু入れがਂે分な森林の整備を進める
ため、成 30 年ڱ月に森林経営管理法
が成য়しました。これにより、森林所有
者の意向により、必要に応じて市町村や
林業経営者がजの経営管理を受できる
ようになりました（森林経営管理制度）【資
料 2-1】。
　この森林経営管理制度を౷まえ、成 
31 年３月に「森林環境ઘ及ल森林環境ඒ
与ઘに関する法」が成য়し、ય市町村
が主体的に森林整備等を進めていくため
の新たな財源が確保されました。ય市町
村への森林環境ඒ与ઘは森林整備や木材
利用等に関する費用、都道ਿ県は森林整
備や木材利用等を実施する市町村の支援
等に関する費用に充てるとされています。

��� ॹ४ॱঝૼのણ用
　東京の人ઠは、将来的に少していくとのがあ
り、林業のみならङあらॅる産業は、担いুਂଌや
生産活動のೠ৵などといった୶がೃされていま
す。このような中、ۉ۞ھ、ھڶ、টボॵトといった
ഈ技術を活用し、ॹジタルトランスフज़ーメーシঙ
ンپを推進することで、経済発展と社会的ୖ題解ৠの
য়を実現していくことが一層求められています。例
えば、జ来は人力のみで行っていた作業を、ॹジタル
技術を用いて૮人化・自動化することで、ௌ力のచ
や安全ਙの向上が進み、産業଼ଥ力の持・ਘ化につ
ながります。都は、成 29 年度に東京の森林のఫ空
ঞー२計を実施し、地や資源量に関する高ಖ度
なॹータを取得しました。今後、このようなॹジタル
技術の活用を進め、林業の経営力ਘ化につなげていく
ことが重要です。

㌣ ৱમ ��� ৽ଵ৶২のਏ
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�3� ථैखृ௮ऌ্の৲
　新コটナक़イルス染ඪ（以下「新コটナ」とい
う。）が世ੀ的に拡がり、染防止と経済社会活動の
য়を図るため、々の暮らしにおいて、「新しい生活様ૄ」
の実ᄷが求められるようになりました。染者ૐ団発生
のକとなる３ഡ（ഡ൷、ഡૐ、ഡம）をೂするため、
テঞワークやテঞঅ会৮がசに普及しています。これ
にൣい、都民の宅時間はੜ加し、一方で都心のड़フィ
ス要には化がみられています。また、経済社会活動
のೠ৵によるક宅着工ૺ数の少が୳されており、こ
のことが多摩地域の林業や木材産業に୶を及ऻす可能
ਙがあります。

��� ਞऋुञैघ୶　
　経験したことのないဂさやൻංの発生
など、ਞ動がもたらす୶は深മさ
をੜしています。ਞ動に関するਿ
間ঃॿル（,P&&）が発した「1.5٦特
શ報告書」では、ਞ温上ಊをよりজスク
のい 1.5٦に೪えるためには、2050 
年ႃに世ੀ全体で &22 ൾ出量を実ସ८
টにする必要ਙがંされています。
　都は、2050 年までに &22 ൾ出実ସ
८টに貢献する८টग़ミॵシঙン東京を
実現することを്し、2019 年 12 月
に「८টग़ミॵシঙン東京ਅറ」を策定
しました。また、2021 年 1 月、都内
温効果ガスൾ出量を 2030 年までに 
50٫చ（2000 年ૻ）することなどを
明し、2021 年 3 月には 2030 年カー
ボンঁーフに向けて必要な社会の
・অジঙンを提କした「८টग़ミॵシঙ
ン 東 京 ਅ റ 2020 8SGaWH 	 RHSRUW」
を策定しました。
　このような中、಼૩への備えとともに、&22 の吸収源となる森林の૽割がこれまで以上に重要
となっています。適切な間伐等を進めることで森林の健全な生長を促し、&22 の吸収をはじめと
する森林の公இ的機能を高めていくことが求められています。

 ��� のൻංのে૨ٹ 

 ��� ਞആのಊٹ 
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はいされた多摩産材月に 2 開催される原木市

⺼　ତपउऐॊਠ૾धୖ

㌣ ৱમ ��� ਉ木ৃपउऐॊ多摩産材のඞ

。ਧ多摩の出町にある多摩木材७ンターは、都内ི一の原木市場です ٴ

主伐事業が始まった成 18 年度以ఋ、多摩産材の取ඞ量は着実にੜ加しており、 ٴ
 　成 29 年度は 18,192 ⒛となりました。

、取ඞ量のうち、多摩産材が占める割়は、成 18 年度の৺３割（৺ 2,900 ⒛）から ٴ
 　令和元年度には৺ 8 割（৺ 13,000 ⒛）までੜ加しており、जのうち৺ 8 割（৺ 
　11,000 ⒛）は主伐事業で伐採された木材が占めています。

��� 利用॑ಶइञযੵのಌৗ
　森林環のをూ景に、都は成 18 年度から、利用期をಶえたスギ・ヒノキ林の伐採・ဦ出と、
花粉の少ないスギ等（以下「少花粉スギ等」という。）への植え替えを行う「主伐事業」【資料 
2-3】を開始し、多摩地域の森林環の促進と、多摩産材の安定供ஔを図ってきました。主伐事業
が着実に進む一方で、民間による人工林の伐採・ဦ出は、今なおしています【資料 2-2】。林
業の経営力をਘ化し、民間主導による森林環を目指す取組は道ばであり、当એの間は主伐事
業の継続が必要とえます。また、利用期をಶえたスギ・ヒノキ林からఄങする花粉は、花粉ඪ
の主な原となっており、花粉ఄങ量をచする観点からも、主伐事業は重要な૽割を果たして
います。

 出๕؟令和２年ග 東京の森林・林業（東京都産業ௌ働ଂ）及ल東京都৹स

ਉ木ඞش ��� 多摩木材७থॱٹ 
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少花粉スギ等を植栽

ᅇহのउउऽऊऩो

　主伐事業とは、都民・企業等による募金や、東京
都が � 公財 � 東京都農林水産振興財団（以下「財団」
という。）に出ᢻ

㔆㕓

する基金を財源として、スギ・ヒ
ノキ林を伐採・ဦ出し、伐採地に少花粉スギ等を
植栽することで、花粉の少ない森づくりを進めると
ともに、多摩産材の安定供ஔと東京の林業の活ਙ化
を図るものです。

森林所有者からのணしみ等により、財団が市町村ٴ
　森林整備計画に定める標準伐期ೡ以上のスギ・ヒノ
　キ林について、境ੀ等の確認やয়木の価તを定す
　るためのர৹ਪを行います。

ీ、য়木の価ત等について森林所有者の়意を得てٴ
 　৺に基づき財団がয়木をେい取り、伐採します。

伐採したスギやヒノキは、多摩木材७ンター（原木ٴ
 　市場）【資料 2-2】や、財団が管理・運営している
 　ฅ木場に運ばれ、製材業者や়板業者、木ସॳॵプ
 　メーカー等によって購入されます。

ଅ地所有者とのీ৺に基づき、財団が伐採地に少ٴ
 　花粉スギ等を植栽し、下刈り、除伐、ઊち、間伐
 　等の保育を行います。

植栽から 7 年目植栽から 3 年目

東京産ஷ௪ଃ੮كଃਁق

ਚથ

 ᅇ ీ ৺
كয়木େీ৺ق

㌣ ৱમ ��3 ᅇহのਏ
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 適切に間伐されている人工林

間伐ਂଌにより下層植生がဃしている人工林

��� ତऋষऌඍःथःऩःযੵ
　ೣ和 61 年、間伐ਂଌの人工林を中心
に大ૠெな૩が発生しました。これ
を機に、都は಼૩にਘい健全な人工林
を育成するため、間伐対策としてೣ和 
62 年度から令和元年度までにྸ計భस
৺ 19,500ha の間伐を実施しました。
成 1� 年度からは、ଉ広ઐ林化を
目的とした整備も加わり、間伐対策と
はશに、ྸ計৺ 10,300ha の間伐を実
施しました。
　結果、林道ఢఈなどアク७スがଐい
スギ・ヒノキ林は整備が進みましたが、
木材のဦ出がなᆽ所を中心に未だ
整備が行きඍいていない人工林がଋっ
ており、森林の多એ的機能の下がೃ
されています。

�3� ਚથधੀऋਂの
　森林整備の推進には、対象となる森林の所有者と境ੀのཔがਂ可ಳです。しかし、多摩地域
の森林は、所有એڱha 以下の森林所有者が৺９割を占め、৵ૠெ・分ങ的な所有ଡ造である上
に、ള数の所有者がいるુ有林もあり、登記情報が更新されていない森林も多く見受けられます。
都は成 21 年度から森林の境ੀ明確化に向けた事業を開始し、令和元年度までにྸ計৺ �,100ha 
の森林境ੀを明確化しました。しかし、所有者の世代ઐ代が進むにつれて、所有者と境ੀがわか
らない森林は一層ੜ加し、森林整備を進める上で大きな૩となっていくことがೃされます。

 出๕؟令和２年ග 東京の森林・林業（東京都産業ௌ働ଂ）

  ���   ਚથૠெશਚથਯलએ（多摩地域・民有林）

  ય　　ী �KD  � ع ��KD �� ع ��KD �� ع ��KD ��KD ਰ ੑ

ਚથਯ ���3� ��� 3�� ��� ��� ���3�3 

એ �KD� ����3 3��3� ����� ���3� ������ ������ 
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ૐ材機を操作する技術者

森林作業道を整備する技術者

ཱにより主伐を行った人工林

��� ତ॑૿अૼのਛ
　都内の林業జ事者の数は長らく少ൊ向が
続いていましたが、都のௌ働力対策等により、
年はब૯ばいで推移しています。しかし、
多摩地域の森林整備を着実に進めていくには林
業జ事者数が今なおਂଌしています。
　また、経験年数が少ない林業జ事者の割়が
多い一方で、長年の経験と高度な技術を有する
技術者はൂேとして少なく、高ೡ化が進॒でい
ます。林業は૫をൣう作業が多い上に、全産
業にૻसて年収がく、季තやଠによっ
て収入がਂ安定になるため、異業ரにૡする
林業జ事者が少なくありまच॒。
　ൊ地の割়が多い多摩地域では、ཱ௺
ૐ材پ 1 により木材をဦ出するのが一ಹ的です
が、安全で効૨的なཱの設置や、ૐ材機の操
作には熟練した知と経験を要し、技術の継അ
は一ફ一にはいきまच॒。また、車௺ૐ材
پ 2 を行うためには、森林作業道を整備する技術
が求められますが、同様に技術者の育成がୖ題
となっています。
پ 1 ワイখーটープ等のཱを用いて、ॳェーン९ーで伐採したয়木を空
　　 中に፼り上げてଅ場へ収ૐする作業システム。車௺ૐ材２پがし
　　 いൊ地（30 ع 35�）やጩ地（35ع�）での伐採・ဦ出が可能。
پ 2 自できる機械を用いて、森林作業道や林地を行しながら伐採から
　　 ဦ出までを行う作業システム。

出๕؟国િ৹ਪ
・林業業者とは、国િ৹ਪに用いる産業分థにおいて、林業に分థされる事業所にരする者である
・+22 年の৹ਪでは、「本標準産業分థ」の定により、森林組়の事業業者等これまで「協同
  組়」の業者に分థされていた者が、新たに林業業者にஅまれるようになった

出๕؟令和元年度
　　　東京都林業ௌ働力実ଙ৹ਪ
　　　（東京都産業ௌ働ଂ）

 ��� のਯٹ  ���　৽ୡফਯશのસ়ٹ 
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造林地に現れるシカ
（造林地に設置したカメラで୶）シカによるスギのೡ木のጒຜ૩

��� ३ढ़पेॊ૩の拡ങ
　成 16 年 7 月、シカの୫૩によりᅄ地化した林地が、ૐ中ൻංによりଅෛടശをକこし、下
に大きな૩が生じました。都は、成 17 年度に「東京都シカ保૧管理計画」を策定し、市
町村やๆம県などと連携し、管理ඃをはじめとする়的なシカ૩対策を進めてきました。
　しかし、့ᄣజ事者の少
や高ೡ化などが原で、ે分
なඃ୍数にඹっていない状
ଙが続いています。以前はൔ
多摩町内の多摩ਆよりਨડが、
シカによる林業૩の中心で
したが、多摩地域のシカの分
ഘ域が拡大し、現は植栽木
の୫૩や樹ୌのጒຜ૩が
所で確認されるようになって
います。

出๕؟令和２年度東京都シカ管理計画年間実施計画（東京都環境ଂ）

���  ٹ 　३ढ़のඃৰౚق多摩ୠك

پ 1 ೭ᄕの保૧及ल管理ధलに့ᄣの適ਫ化に関する法（೭ᄕ保૧法）に基づき、೭ᄕによる生ଙ௺等への૩の防止等、特定の目的のため、
　　 都道ਿ県知事等のಅ可を受けて行うඃ。
پ 2 ೭ᄕ保૧法に基づき、့ᄣ೭ᄕを、့ᄣ期間に、定められたᄣ法でඃするもの（都道ਿ県知事が実施する့ᄣඊಅ験に়તし့ᄣ
　　 ඊಅを受け、毎年度、့ᄣ者登録をして実施）。

��� ৼઃए౮ଞਞध಼૩षのೃ
　年、全国地で異ଞਞ象がৼઃऍ、地球温暖化との関連ਙが指తされています。東京におい
ては、令和元年９月に発生した台௯ 15 ಀが島しょ地域を中心に༫なංと௯をもたらし、新島、
神津島、三宅島で観ఴ上ڭਜ਼の最大௯சを記録しました。広೧で木が発生し、利島におい
ては、重要な有用広葉樹であるツバキ林も૩を受けました。さらに同年 10 月には台௯ 19 ಀ
が発生し、༫なංが多摩地域所で大ૠெなଅෛ಼૩を引きକこし、林道など数多くの施設が
಼しました【資料 2-�】。異ଞਞ象のᄄ発は今後も続くと୳されており、ଅෛ಼૩などを防止
する森林の機能の発มが一層求められています。　
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林 道 の  ಼

造林地の಼

୮೮工事了後

山事業による୮೮

　令和元年 10 月、台௯ 19 ಀがもたらしたൻංにより、都内では、山事業によ
る୮೮を要する山ടശ等が 13 か所発生し、林道については 1�6 ଡ଼ 382 か所
が಼しました。林業関係者のほか、林道を利用するワサঅিの所有者等からもଫ
期の୮೮を求める声が上がっており、令和３年度現も୮೮工事を進めています。

��� ਢ૭ચऩভ॑৯घਃઈのৈऽॉ
　都は、「花粉の少ない森づくり運動」や「とうきょう林業サポート隊」等の活動を通じて、都民
との協働による森づくりを進めてきました。また、主伐事業の植栽や下刈りに対し、企業等から
の支援を募る「企業の森」、多摩地域の森林整備による二酸化炭素の吸収量や多摩産材の利用によ
る二酸化炭素の固定量を認証する、「とうきょう森づくり貢献認証制度」により、企業等との協働
を推進してきました。地球環境・社会・経済の持続ਙへの機意をూ景に、ＳＤＧｓپが掲げる
目標の達成にഡமに関連する森林に対して、都民や企業等の関心は一層高まっており、このよう
な取組に対し、都民や企業等の参画を更に促していくことが重要です。

㌣ ৱમ ��� ഥਮ੪ফ௯ �� ಀपेॊౕᄻ಼૩

�持続可能な開発目標（6XVWaLQaEOH 'HYHORSPHQW *RaOV پ 6'*V）は、2015 年 9 月の国連サミॵトにおいて採උされた「持続可能な開発
　 のための 2030 アジェンॲ」にஅまれるもので、持続可能な世ੀを実現するための 17 の目標・169 のターゲॵトからଡ成されている。　
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御蔵島村のೋ樹

ൔ多摩町の葉広葉樹林

　成 29 年度に、500 人のインターॿॵト都ঔॽターを対象に、東京の森林に
どのような機能や૽割を期待するかアンケートを行いました。
　水源᩿ുや二酸化炭素吸収など、森林の公இ的機能への期待が高い一方で、木材
を生産する機能に期待する割়は৺٫ڰに留まり、木材を利用することの意義や、
木材に関する情報等が、都民に広く知られていないと考えられます。

��� ୠのৱ౺दँॊの多ऩણ用
　多摩地域と島しょ地域において、地域の資源である森林
を多様に活用し、都民と森林の関わりを一層深めるととも
に、地域の産業振興に貢献していくことが重要です。
　多摩地域の森林は、都市部にい自ே環境として、ঁイ
キングやトঞॵキングの場としてのॽーズが高く、ฉ歩道
等が数多くோし、ౝ末には多くの都民が訪れます【資料 
2-5】。これらのॽーズに一層応えていくためには、森林か
らの景観の持・向上を図る森林整備等が求められます。
　島しょ地域は、એの৺ڲ割を森林が占め、島のਞ
や௯ଅによって特徴的な森林景観が広がっています。島
しょஆ自のೋ樹や固有ரが観光資源としてି目されていま
すが、森林内に整備されたアク७ス道が少なく、活用は一
部に限られています。また、ツバキから採れるツバキ油や、
ツゲ・クワの木工品が特産物となっていますが、これらの
産業振興を図るには、有用広葉樹林の更新や、ગ造林を着
実に進める必要があります。

㌣ ৱમ ��� 東京のषのୄع都ঔॽターアンケートع

東京のपৌघॊড়のୄ ٹ 

出๕ � 成 29 年度 インターॿॵト都ঔॽターアンケート
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 林道入間ஜగ（原村内）

 森林作業道（あきる野市内）

 ���� ତଓஃৰౚٹ 

　ك多摩ୠق ���� ৫ਝৰౚٹ 

⺾　৽पउऐॊਠ૾धୖ

��� ଡ଼ි৫ਝৰౚのഊ
　林道は、森林までのアク७スを確保し、森林の施業や木材のဦ出にਂ可ಳな基ೕ施設です。都
は市町村と連携して林道の開設を進めてきましたが、年はൊ地をはじめとして施工のಔ
度が高いᆽ所の工事がੜえていることや、林業への関心の下から森林所有者との৹整がしく
なっていることなどにより、開設実ౚは少ൊ向にあります。また、ใ設の林道施設はഠᄺ化が
進॒でおり、通行の安全を確保するための対策が必要
です。
　林道とともにଡ଼ිをଡ成する森林作業道は、主に林
業経営体が整備を行いますが、整備を行う技術者が限
られていることなどが原で、年は開設భ長がಇल
ฎ॒でいます。

 出๕؟年ග 東京の森林・林業（東京都産業ௌ働ଂ）

 出๕؟年ග 東京の森林・林業（東京都産業ௌ働ଂ）
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 多摩木材७ンター（原木市場）

 東京都公ધ書ை  東京都農林水産振興財団 য়ਆૂༀ

多摩産材を使用したこと
があり知っていた ����

多摩産材を見たことがあ
り知っていた ����

多摩産材という名ูの
み知っていた �3���

出๕ � 成 29 年度 インターॿॵト
　　　都ঔॽターアンケート

��� ൂேधखथः多摩産材のੳੴ২
 ���� 多摩産材のੳੴ২ٹ 

のঢ়৴ਝपउऐॊ多摩産材の利用হ

　多摩地域の林業経営をೲ上げするには、
多摩産材の認知度を高め、利用の拡大に
つなげることが重要です。都はこれまで、
関連施設における多摩産材利用や、ક宅
展ં場における多摩産材ঔॹルঁक़スの
設置などを通じて、様々な普及啓発を展
開してきました。
　जの結果、成 2� 年度の都ঔॽタ
ーアンケートで৺ڭ割だった多摩産材の
認知度は、成 29 年度に৺２割まで上
ಊしました。
　しかしൂேとして、৺ڴ割もの都民が

「多摩産材を知らなかった」と௦してお
り、認知度がે分とはえまच॒。また、
東京の森林に期待する機能として「木材
生産機能」と௦した都民は、わङかڰ
٫であり【資料 2-5】、木材を利用するこ
との意義についても、都民にે分に්
していない状யとなっています。
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多摩産材を使った木造ક宅


༂
ਓ
౫
॑
ઞ
৷
ख
ञ
ঔ
ॹ
ঝ
ঁ
क़
५

�3� ા॑ኇइञ多摩産材のਏの拡大
　多摩産材の民間利用は、多品ர、少টॵトの材を必
要とするିધક宅等の資材が中心です。しかし、都内
の人ઠは今後少していくとのがあり、新築ક宅
において大幅な要のੜ加を見むことはです。
都民の費の動向などを的確にཔし、多様な木材
要を拡大していくことが重要です。

　本協৮会は、多摩産材を使用したકまいづくりを通じて、安全で安心できるક環境の
実現と、持続的な森林資源のଡ築、環社会への寄与を目的に、製材所、工ਜ、設計
事ਜ所、市町村等を会員とし、都が事ਜଂと
なって成 13 年に設য়されたભ意団体です。

　本協৮会が民間金機関やਧ多摩地域の自体と
連携し、都民等が多摩産材をક宅に活用した場়、
ક宅টーンの金利について、標準金利よりもરを
受けることができる制度です。

ਣखॆのযઠの؞ ���3  東京ؚયؚ多摩ٹ 

 +27 まではਜଁ計ଂ「国િ৹ਪ」による実ౚ値、R2 以ఋは東京都ਜଂଁ計部による値を基に作成。
。ਜ਼未のຽ入等により、内の়計が数と一ಱしない場়があるپ

�8R/�
hWWSV���ZZZ.MXXWaNXVHLVaNX.PHWUR.WRN\R.OJ.MS�MXXWaNXBVHLVaNX�131-02.SGI

રৱ২

東京の木؞ःइतऎॉੈ৮ভのણ
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有明テॽスの森 有明アজーナ

৭ু村অঞॵジプラ२ 国য়଼技場

��� ਁુਝपउऐॊ木材利用のയਤ
　成 22 年 10 月に施行された「公ુ建築物等における木材の利用の促進に関する法」を受
けて、都は成 23 年 11 月に「東京都公ુ建築物等における多摩産材利用推進方ଉ」をਫし、
都の公ુ建築物等における૨的な多摩産材利用にめています。一方、都内のય市町村の木材
利用方ଉの策定૨は、森林環境ඒ与ઘの設や都の働きかけによりဉ々にੜ加していますが、令
和２年末時点で 35٫（22 ય市町村）であり、全国の策定૨ 93٫にૻसい状யです。また、都
内は、建築物のଡ造に防ౌ上の制限がかかる地域が多いという事情もありますが、国の৹ਪによ
ると、令和元年度の都内の公ુ建築物の木造૨は �.2٫と、全国の 13.8٫にૻसてくなってい
ます。

2020 年 8 月時点 � 内ಎ整備前 ઌ提供؟ஆয়行法人本スポーツ振興७ンター

�7RN\R ����

大ોஉのトラスには木材とளを組み়わ
चた部材を使用し、全ての観客ఆから木の
फくもりがじられるようになっていま
す。また、建物のਗఢのໟᑙや内にも
ா的に木材を利用しています。

東京 ���� ड़জথআॵॡঃছজথআॵॡ଼ૼ大ভपउऐॊ木材利用

　東京 2020 大会の運営においては、認証木材の使用など、組௶員会が策定した持続可
能ਙにଦൟした৹達コーॻを๑重し、ગ生可能資源の利用を推進しています。

本国内の 63 自体から提供された木材
を様々なᆽ所に用いています。大会終了後
はこの木材をおりした自体にନేし、
ঞガシーとして活用するプটジェクトを行
うことで環境負のを図っています。
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を採用したۉہڸ
東ਗ਼ள上෨の台ക

国産木材活用プটジェクトॳーム会৮ 木材利用推進全国会৮

��� 東京पउऐॊ木材ਏの拡大प৸বऋୄ
　国産木材の供ஔ量は、森林資源の充実、়板材料での利用のੜ加、木ସバイड़マス発ਗ਼施設に
おける利用のੜ加などをూ景に、成 1� 年度からੜ加ൊ向にあります。一方で、木材利用の中
心であるક宅分野は、ક宅取得の主たる年ೡ層である 30 ୃع �0 ୃ代の人ઠが全国的に少し
ていることから、ೠ৵が見まれています。जこで国は、木造૨がい中・高層建築やశક宅建
築における木材要を拡大するため、建築基準法をਫし、防ິౌに係るૠ制を見直すとともに、
ິౌਙ能を向上さचた木ସ部材やۉہڸ【資料 2-6】等の普及を進めています。
　このような状யにおいて、中・高層建築やశક宅建築がૐ中する東京には、木材要の拡大を
Ꮛ引する૽割が求められています。しかし、都内で中・高層建築の木造化を実現する動きは始まっ
たばかりであり、木造の設計や木ସ材料にಖ通した建築は限られているのが現状です。

ଡୗશのାੵ૦ണの෫એ؞ ���� మಽશٹ 

 出๕؟令和元年ග 森林・林業ஜ書（林野ૂ）

月、都知事がজーॲーをਜめる全国知事会「国産木材活用プটジェクトॳーム」ڳ令和元年 ٴ
　 が、「国産木材要拡大്」を発しました。

、同年 11 月には、国産木材の要拡大と林業活ਙ化の実現に向けて、地の経済同௵会 ٴ
 　都道ਿ県知事、市町村長が参加する「木材利用推進全国会৮」が設য়され、都知事が理
　 事にભし、全国連携の機運が高まっています。

木材ਏの拡大पऐञ৸বऩऌ
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㌣ ৱમ ��� ீ୬ऊै木材ଲષषのਸੵ

 イラスト提供 「建てるのなら、木造で」（公இ財団法人 本ક宅・木材技術७ンター）

。丸太をᏟや専用機械で切し、成した板材やഓ材をいいます ٴ
。ம着ද等による加工を施さङ製材品のまま利用されるものを「૮ጂ材」といいます ٴ

ଲ 材 ષ

。毎にྐを直行さचるでള数り়わचた木材製品ですූڭ、丸太をුくጒいた板を ٴ
。幅広の板を作ることができ、板のූ数に応じて、ௐさとਘ度を৹整できます ٴ

়  ഝ

一定の法に加工されたひき板（ラミナ）をള数、ྐ方向が行に ٴ
 　なるようம着した木材製品です。
、ဩい、ખり、割れ等がକこりにくくਘ度も安定していることから ٴ
　 ક宅の、ᅡ、ଅ台等、用ಥは多วにቻります。
製材品では製造がな長大な用材や、ශした用材を作ることが ٴ
　 できます。
。年はິౌૐ成材等の木ସິౌ部材も開発されています ٴ

ૐ ਛ 材

ऊैᅇॉলऔोञீ୬मرऩଲષपਸੵऔोऽघ؛

。い板をള数、ྐ方向に行になるようにம着した木材製品ですු ٴ
高い法安定ਙがあり、部材毎のਘ度のばらつきが৵さいという特徴 ٴ
　 があります。

ہ ۋ ہ （板層材）

ひき板（ラミナ）をధसた後、ྐ方向が直ઐするように層ம着した ٴ
　 木材製品です。
。国で建築のଡ造材などに使用されています ٴ
本では成 25 年 12 月に製造ૠતとなる -$6（本農林ૠત） ٴ
　 が制定されました。

ڸ ہ ۉ （直ઐૐ成板）
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